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以上のことか らブ ドウ作の集団栽培における生産過

程の問題 を要約すると次のようになろう(第 1図 )。

1 参加農家の集団栽培への期待意識が異なってお

りそれは出資規模に関係している。

2 これが運営 を難 しくす る要因の一つであるがさ

らに参加農家の経営構成・ 条件によっていっそ う助長

される。

る これらは出役労働の質的量的不足となってあら

ゎれ,栽培管理の不備による低生産性さらに低所得ヘ

とつながる。

4 このことによる低賃金支払は,労働力確保を困

難にし育成期間の長期化へ とむすびつきブ ドウ集団栽

培における悪循環 となっている。

この解決のためには園地基盤の整備・ 構成農家の適

正選択・ 集団 リーダーの存在 と養成・長期的資金計画・

園地の公平な評価・ 出役労働の適正評価などが考えら

れねばならない問題であろう。

寛

ケースの県内でも代表的な産地である。栽培品糧は専

らデラウェアであ り,す べて無核果処理がなされ種な

しブ ドウである。

2 施設利用の実態

個別所有の施設はいずれも 50ノ 前後の規模であり,

収容量 15tと なっている。昭和 45年から 48年 にか

けて建設 してお り,こ の間建設費用は年 々高騰 してき

た。一般仕様による 48年建設施設の場合, 建物 と機

械設備を含めて
'5η

″当 り20万 円, 1施設 200万 円

前後 となっている。施設の利用方式は,産地により特

色がある。本沢地区の場合, 8月 20日 の収穫最盛期

を中心に全量の る0%程度入庫する。残 りは入庫物収

穫の前後に普通 ものを出荷する体制をとっている。従

って出荷は 8月
`0日

前後か ら始ま り, 9月 上旬か ら

(単位 ,t9)
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1ま え が き

山形県内主要 ブ ドウ産地においては,収穫果実を低

温条件下で一次貯蔵する施設が導入されつつある。こ

の施設の導入は利用農家の生産販売面に及ぼす影響と

共に,産地としての共販体制にも影響を与 えている。

産地における利用実態 と特に個,1農 家で所有 している

小規模施設利用の経済性及び,新規導入に際 し考慮す

べき点などについて検討 した。

利用実態を調査するために,県 内産地の中か ら,施

設の利用が一般化 している 3地 区 (山形市本沢地区 ,

東置賜郡高畠町和田地区,同 町屋代地区 )1,戸の生

産農家を選定 した。

調査対象の 3地 区は,い ずれも裁培面積 200 ha以

上,生産農家 500戸 余を有 し,年間販売量 35～ 40万

第 1表  時期別入庫量 (49年度 )
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第 2表 時期別貯蔵 もの出荷量 (49年 度 )

の貯蔵もの出荷 と合わせて約 2ヵ 月間継続 される (第

1表・ 第 2表 )。 このような出荷期間の拡大は,販 売

価格に影響を与えている。 48年および 49年 の出荷

時期別市場価格の動きをみると,年 々8月 の価格が上

(単位 ,ん,

昇 し,逆 に ,月 以後は下降 し平準化されつつある。こ

れは,出荷最盛期の価格暴落 を出荷量の調整により防

いでお り,貯蔵施設による出荷量調整が価格安定に効

果をあげている (第 1図 )。
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第 1図 時期別市場価格 (本沢 )

高畠町和田地区においては,大半を短期間に収穫 し

全量入庫の うち, 早 い 時期よ り貯蔵ものとして出荷

している。出荷は 9月 中に完了し約 1カ 月間となって

いる。このような和田地区の短期間収穫,全量入庫の

方式をとる背景には,こ の地区が地形上 8月 下旬に降

水量が多 く,収 穫時の大敵である晩腐病の常習地帯で

あることによる。生産農家はこれを回避することに長

年大きな努力をはかってきたが,さ したる効果がなく

苦 しんできた。貯蔵施設 を利用することにより,適期

に多量の収穫が可能にな り,棚 上での損失 を防ぐなど,

収穫時の災害回避の点でも利用効果が認め られる。

好市況が続き,産 地の裁培規模は年 拡々大 し専作化

を志向する農家も増加 しつつある。

一方,こ うしたブドウ産地においても兼業化が進み,

雇用労働 の導入はますます困難になってきている。 ブ

ドウ栽培上,時期の限 られる収穫はジペ レリン処理 と

共に多 くの投下労働 を必要 とする作業である。調査農

家においては,収 穫か ら運搬 し,収納又は施設への入

庫までは,投下労働 1人 当 り 1日 250ん′を処理 してい

る。これは 10a当 り平均収量 14tの 処理には 45時

間を要することになる。また,選 果,箱詰め,荷造 り

作業は 1人当 り
'lt,の

能率で行なってお り,同 じく
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10a当 り 122時 間を要 し, 収穫か ら収納までの約 6

倍 となっている。結局,成園 10aの収穫出荷には,

160～ 170時 間 を必要 とし,基幹労働力 1人 当 り処理

可能な規模はわずか 15～ 20a程 度である。

これが貯蔵施設の利用によって,収穫作業 と出荷作

業は時期的に分離 されることになり,従来 ,収穫時に

集中 していた労働のビークを期間延長により緩和 して

いる。家族労働の負担軽減 と雇用依存度を少なくし,

規模拡大の点でも施設利用の効果が認められる。

3 施設利用の経済性

49年 度の市場価格の動向から, 普通もの出荷 と貯

蔵 もの出荷 との価格差は, 3地 区平均で 4り 。1ケ ー

ス当 り 1066円 である。 施設利用経費は 1ケ ース当 り

125円 と試算 されるから,こ の程度の価格差のもとで

注 施設規模  2■ 1″

ブドウロ経営規模 成田換算 105a
家族労働力  3人

はむ しろ雇用労働力の導入によって早期出荷 を行 うこ

とが経済的に有利といえる。

ただ し,産 地の現実問題 として
'日

当り10人余もの

雇用労働力を導入することは不可能なことである。経

済的な収穫出荷方式は雇用労働力の可能量によって大

きく異なる。
`日

当 り可能量 3人 と仮定 した場合に ,

33″ 規模の施設を導入 し経済的にも効果を期待でき

るのは 10 ha以 上の経営 となる (例 .本 沢地区 )。

さらに,収穫期間が限 られる地区において安全な時期

に収穫を完了 したい場合のそれは, 80a以 上の経営

となる (例  和国地区 )。 これ らの規模以下では,む

しろ過剰投資 といえる。本沢地区κ 5農家の試算結果

によれば,最盛期間 1日 当 り7人の労働力が投下可能

であれば施設は導入せず,一部棚上で損失が生 じても

経済的には有利 という結果を得た (第 5表 )。

第 3表  施設利用の経済性試算 (調査農家イ 5本 沢 )

雇用制限

区 分

施設利用
施 設 未 利 用

島芳で響霞 制限 4人 制限 5人 制限 2人
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施設利用の実績所得に

対 す る所 得 差 (手円)
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よ る 損 失 量 (")
0 125 1,250 2,37'
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4 新規導入の際考慮すべき点

貯蔵施設 を利用することによってブ ドウ作経営にも

たらされる効果は,販 売価格差による積極的な所得拡

大か ら,む しろ雇用代替 としての労働対策上の効果が

順著化 しつつある。この点か ら,裁培規模 と導入すべ

き適正施設規模の試算 を行った。収穫適期に投下可能

な労働で 1ま 処理 しきれない量について施設に入庫する

もの とすれば,収 穫最盛期 1日 当 り投下労働力 6人 (家

族 3人 ,雇用 5人 )で 処理可能な限界経営規模は,本

5-300

1-160

大型共 F・ 利用施設 (540″ ,収容量 200t)を 禾1用 し

ている。これ ら大型共同施設 を利用 した場合の利用原

価は,和 田施設で 832円,屋 代施設で 1012円 となり

個別のそれと比較 して 10～ 20%程 度割安 となり有利

である。また,産地 として調整のとれた共同出荷を進

めるうえでは最も効果的である。

しかしながら,そ れぞれ条件の異なる利用農家 にとっ

沢地区でおよそ 82aと なり, これ以上の経営規模に

おいては施設利用が必要 となる。今,経営規模をlha

と仮定すると,未 処理量 276tに 対 し65プ の施設が

適当 となる。オ1田 のように晩腐病発生地帯で発病前に

収納するもの とすれば,同 じ 6人 で処理可能な規模は

およそ 50a,従 って l haの 経営では la 5プ の施設

が必要 となる。 しか し,標準施設は小型でも 30″ 程

度なのでこの場合は 2～ 5戸の共同利用が効果的 とい

える (第 2図 )。

和日と屋代地区においては,個 Яl所 有の施設の他に

収穫,運機に要する労働量
選果,箱詣に  ″

投下労働限界

誉 i:iこ F菫彙脊娼峯薇羅襲 i:な里暑
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剛市鵜磁加
一日当

て,自 由な利用は制限され不便をきたすことが懸念さ

れる。この点,比 較的規模の大きな経営農家が多い地

区,お よび収穫期が特に限 られる地区においてはむ し

ろ個別で適正規模の施設を導入することも効果的であ

る。今後は個別,共同利用を含めて産地 としての出荷

調整を行 う必要が生 してきている。
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第 2図  適正施設規模 (本 沢 )
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現在,青森県の

労働 時間は 300～

リン ゴ省 力栽 培 技 術 体 系 の経 済性

中田 嘉博 *・ 工藤 仁郎 *。 今井 勝重 *

鎌田 長一 *・ 柳川  勝 *・ 村 上 兵衛 **

(1轟長理編誤 薫)

占める人工授粉,摘 果,袋掛,着色手入,収穫等は手

ま え が き           作業に頼っている。近年の労働力不足はこれらの作業

リンゴ栽培における 10a当 り投下  時期の労働力確保を困難に してお り,省 力技術体系の

400時 間を要 し,特 にその大部分を  確立が強 く望まれている。これら手作業の能率化を目


